
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　　実施状況と効果検証

令和４年度分交付確定額　２８０，８４２，６４１円
※｢実施計画No.｣欄には、計画取下げ等の理由により欠番が生じています。

実施
計画
No.

事 業 名
　　事業の概要【実績】
　　①目的・効果　　②交付金を充当する経費内容
　　③積算根拠（対象数・単価等）　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効 果
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

担当課

1
鹿児島港(種子屋久高速船
ターミナル)検温等業務負担金

①

②

③
④

高速船航路の起点である鹿児島港(種子屋久高速船ターミナル)において､感染予防の水際対
策として､乗船時の検温及び感染防止の注意喚起を行う｡
２名体制で業務委託を行い､１名を鹿児島県負担､１名を屋久島町及び種子島１市２町で負
担する。
県への負担金(本町負担額) 2,221,560円
鹿児島港種子屋久高速船ターミナル

鹿児島港において､高速船利用者の水
際対策を行うことによって､乗船前の
体調不良等感染の疑いがある者を確
認し､感染拡大を最小限にとどめるこ
とができた。

2,221,560 2,221,560 総務課

2 空港入航水際対策事業

①
②
③
④

屋久島に入島する航空機利用者に対し､検温や健康チェック等を行う業務を委託する｡
検温等業務委託
令和４年４月分～令和５年１月分委託料 11,964,700円(うち､県負担分 7,637,500円)
屋久島空港

入島者に対する健康チェックにより､
体調不良者等に対する注意喚起を行
うことで感染症予防対策につながっ
た｡

11,964,700 4,327,200
屋久島空港
管理事務所

3
感染症防護対策事業
(隔離施設対策)

①

②
③

④

新型コロナウイルス感染症対策として､宿泊施設等で療養者を隔離するための費用､海外帰
省者の隔離施設利用費用等の一部助成等
下記のとおり
宿泊施設等一時待機者支援補助(５名分) 124,500円
買物支援及び保健所業務応援に係る経費　90,854円
－

一時待機者への費用を助成すること
で負担軽減を図ることができた｡ま
た､感染者を隔離することで感染拡大
を防止することができた｡

215,354 215,354 健康長寿課

4
感染症防護対策事業
(感染防止対策)

①
②
③

公共業務や社会生活を維持するため､施設における感染症対策に係る消耗品等を購入する。
消耗品等
パルスオキシメーター､防護服､消毒用アルコール､抗原検査キット､納体袋ほか
総額 1,572,579円

公共施設における職員の感染リスク
や感染者対応の際の精神的な不安を
低減することができた。

1,572,579 1,572,579
健康長寿課
政策推進課

観光まちづくり課

5 子ども･子育て支援交付金

①
②
③

④

感染症対策を徹底し､子育て支援に係る事業を継続的に実施する｡
放課後児童クラブへのマスクや消毒液等の配布､感染防止用の備品購入等の支援
やくしますぎっこクラブ／消毒液等 41,040円
安房児童クラブ／消毒液･非接触式検知器 94,730円
合計 135,770円(うち､国補助 45,000円､県補助 45,000円)
放課後児童クラブ(２施設)

消毒液等の消耗品を購入し利用する
ことで感染リスクを低減することが
できた｡

135,770 45,770 福祉支援課

7
プレミアム付き商品券発行
事業

①

②

③

④

感染症拡大の影響を受けた地域経済の回復及び商工業の活性化を図ることを目的とし､プレ
ミアム付き商品券を発行することで町内での消費喚起を促す｡
飲食店専用商品券13,000円分を10,000円､一般用商品券12,000円分を10,000円で販売し､そ
の差額(プレミアム分)及び事務執行に係る事務費分を町商工会に補助する｡
飲食店用プレミアム分 3,000円×3,000セット＝9,000,000円
一般用プレミアム分 2,000円×21,000セット＝42,000,000円
事務費(人件費､広告宣伝費､販売促進費､機器購入費､事務消耗品等) 4,606,242円
屋久島町商工会

地域内の経済効果として､店舗の活性
化及び地域における消費について喚
起することができた｡

55,606,242 55,606,242 産業振興課

9
学校保健特別対策事業費
補助金

①

②
③
④

(学校等における感染症対策等支援事業)児童生徒の安心安全な学習環境を確保しながら教
育活動を継続するため､学校の感染症対策等を講じる取組及び児童生徒の学びを保障するた
めの取組を実施し､学校教育活動の円滑な運営を支援する。
消耗品､備品購入等
13校総額 11,754,913円(うち､国補助 5,807,000円)
町内小学校９校､中学校４校

消耗品や備品を購入して使用するこ
とで､感染リスクを低減することがで
きた｡また､教材を充実させることで
学びを保障する体制を整えることが
できた｡

11,754,913 5,947,913 教育総務課
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実施
計画
No.

事 業 名
　　事業の概要【実績】
　　①目的・効果　　②交付金を充当する経費内容
　　③積算根拠（対象数・単価等）　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効 果
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

担当課

10 肥料･飼料等高騰対策補助事業

①

②
③
④

コロナ禍において原油価格や物価が高騰する中､肥料･飼料の資材高騰に対し､農家に直接補
助金を支出することにより農家経営を支援する｡
令和４年４月～12月購入の肥料･飼料に対して購入価格の２割を補助する。
補助金申請226件　総額 45,768,400円
農家､農業法人等

物価高騰により､農業経営に支障を来
した農家等の事業維持を支援するこ
とができた｡

45,768,400 45,768,400 産業振興課

11
水産業振興対策事業
(燃料助成事業)

①

②
③
④

コロナ禍における燃油高騰に対し､組合員が操業時に使用する燃油の一部助成を行うこと
で､漁業意欲及び漁獲量の向上を図るなど漁業経営の安定化を支援する｡
令和４年４月～令和５年３月の操業時に使用する燃油(Ａ重油)の購入補助(20円/ℓ)
令和４年４月～令和５年３月 Ａ重油使用料 488,507ℓ×20円=9,770,140円
屋久島漁業協同組合(漁家)

新型コロナの影響や燃料価格高騰に
より､営業に支障を来した漁業者に対
する経営支援につながった。

9,770,140 9,770,140 産業振興課

12
林業振興対策事業
(燃料助成事業)

①

②
③
④

コロナ禍における燃油高騰に対し､林業･木材製材事業者等が操業時に使用する燃油の一部
助成を行うことで､事業者の操業意欲及び生産量の向上を図るなど経営の安定化を支援す
る｡
令和４年４月～令和５年３月の操業時に使用する燃油の購入補助(20円/ℓ)
補助金申請７件 総額 3,408,516円
屋久島森林組合､林業事業体及び製材所

新型コロナの影響や燃料価格高騰に
より､営業に支障を来した林業･木材
製材事業者等に対する経営支援につ
ながった。

3,408,516 3,408,516 産業振興課

13
荒茶加工施設燃油対策補助
事業

①

②

③
④

コロナ禍における燃油高騰に対し､荒茶加工施設で使用する重油･ガスの一部助成を行うこ
とで､茶工場経営を支援する｡
令和４年４月～令和５年３月までに荒茶加工施設で使用するＡ重油(20円/ℓ)及びガス(100
円/㎥)の購入補助
補助金申請６件 総額 2,114,600円
荒茶加工施設６事業所

新型コロナの影響や燃料価格高騰に
より営業に支障を来した生産者に対
する経営支援につながった。

2,114,600 2,114,600 産業振興課

14
キャッシュレス決済を活用
した観光振興事業

①

②
③

④

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により落ち込んでいる地域経済対策として､非接触型
決済業者(キャッシュレス業者)と連携し､町内で買い物をした方にポイントを付与すること
で､観光需要や観光消費を喚起するとともに､町内事業者の感染防止策及びインバウンド対
応としてキャッシュレス化の推進を図る｡
キャッシュレス決済利用者に対するキャッシュレスポイント還元の費用､事務に係る経費
キャッシュレス決済を活用したキャンペーン負担金 22,668,079円
事務経費等(印刷製本費･郵送料･職員手当) 1,228,467円
町内事業者及び町内においてキャッシュレス決済で消費を行う者

地域内の経済効果として､店舗の活性
化及び地域における消費について喚
起するとともに､店舗等でのキャッ
シュレス決済を推進することで感染
防止対策を図ることができた｡

23,896,546 23,896,546 観光まちづくり課

15 まちなかチケット発行事業

①

②
③

④

新型コロナウイルス感染症の拡大や､コロナ禍において原油価格の高騰や物価の高騰の影響
を受けている生活者への支援として商品券を発行する。
一人当たり5,000円の商品券を全世帯に配布する。
チケット換金請求支払(238事業者) 57,059,000円
チケット郵送料(6,474世帯) 3,036,306円､印刷製本費 867,350円､職員手当 149,888円
町民

地域内の経済効果として店舗の活性
化及び地域における消費について喚
起することができた｡

61,112,544 61,112,544 政策推進課

16
保育対策総合支援事業費
補助金

①
②

③
④

保育環境改善等事業のうち新型コロナウイルス感染症対策支援事業
職員が感染症対策の徹底を図りながら､保育を継続的に実施していくために必要な経費(か
かり増し経費等)や､保育所等で使用するマスク･消毒液等の感染防止用の消耗品､備品購入
等の支援
６事業所総額 2,448,000円(うち､国補助 1,224,000円)
町内の保育所､幼保連携型認定こども園､地域型保育事業

消毒液やマスク等の消耗品等を購入
して使用することで､施設内の感染リ
スクを低減することができた｡

2,448,000 1,224,000 福祉支援課

17 保育所等給食支援事業

①

②

③
④

コロナ禍において､物価高騰等に直面する子育て世帯の経済的負担の軽減を図り､従前通り
の給食等の実施が確保されるよう支援する｡
園児に給食等を提供し､保護者から給食費を徴収している私立保育所等に対し､対象園児数
に応じ､物価上昇率を踏まえた給食費を補助
７事業所総額 2,643,750円(うち､県補助 1,321,000円)
町内の保育所､幼保連携型認定こども園､地域型保育事業

子育て世代の経済的負担を軽減でき､
通常どおりの保育環境を維持するこ
とができた｡

2,643,750 1,322,750 福祉支援課
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実施
計画
No.

事 業 名
　　事業の概要【実績】
　　①目的・効果　　②交付金を充当する経費内容
　　③積算根拠（対象数・単価等）　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効 果
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

担当課

18 疾病予防対策事業費等補助金

①

②
③

④

感染症予防事業費等国庫負担(補助)金のうち､緊急風しん抗体検査等事業｡コロナ禍におい
ても､感染症対策の事業を行うことにより､地域住民の健康増進並びに疾病の予防を行う｡
感染症対策の事業を行うことにより､地域住民の健康増進並びに疾病の予防を行う｡
風しん抗体検査委託料(県国民健康保険団体連合会) 140件分～704,495円
事務経費 265,932円　総額 970,427円(うち､国補助 485,000円)
昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれの男性

地域住民の健康増進のため､必要な検
査について支障なく実施することが
できた｡

970,427 485,427 健康長寿課

19 プロジェクター等購入事業

①

②
③

④

コロナ禍において､これまで対面式で行われていた各種会合がハイブリット方式､ｗｅｂ方
式へ変わってきているため､状況に対応した備品を購入してｗｅｂ環境を整える｡
備品購入費
プロジェクター(1台) 190,300円､50型ディスプレイ(1台) 102,300円
ディスプレイスタンド(1台) 51,700円
屋久島町役場

県や関係事業所等との会議や打合せ
について､ｗｅｂ環境の整備により有
効に活用することができた｡

344,300 344,300 政策推進課

20
介護サービス事業所物価高騰
対策支援事業

①

②
③
④

コロナ禍において､原油価格や物価の高騰の影響を受けた介護サービス事業所の事業活動を
支援する。
支援金(交付金)
屋久島町介護サービス事業所物価高騰対策支援交付金交付要綱に基づき支援する｡
介護サービス16事業所

コロナ禍において､高齢者の対応等か
なりの配慮を要する事業であったが､
本支援金の支給により経営の厳しい
状況を支援することができた｡

26,800,000 26,800,000 健康長寿課

21 地域公共交通維持支援給付金

①

②
③

④

コロナ禍において､入込者数減や燃料価格高騰により影響を受けている公共交通事業者の事
業活動の維持を支援する｡
支援金
屋久島町新型コロナウイルス感染症対策地域公共交通支援金交付要綱に基づき次のとおり
支給
定期空路事業者(1社) 4,000,000円､定期航路事業者(3社) 12,000,000円､
バス会社(3社) 6,000,000円､タクシー会社(3社) 6,000,000円
公共交通事業者10社

コロナ禍において､安定的な事業継続
に厳しい状況であったが､本事業の実
施により事業活動の維持を支援する
ことができた｡

28,000,000 28,000,000 政策推進課

23
特定有人国境離島地域社会
維持推進交付金

①

②
③

④

滞在型観光促進事業｡コロナ禍により落ち込んだ観光客数を回復させる取組みとして､誘客
能力のある企業と連携し､屋久島の魅力を感じることができる体験と宿泊がセットになった
｢もう一泊したくなる｣旅行商品を企画･開発し販売する｡
委託料､広告宣伝費､販売促進費
業務委託料総額 19,019,800円(うち､国補助 10,460,000円､県補助 1,901,000円)
[委託料内訳]企画開発費 6,710,000円
　　　　　　販売促進費 8,139,800円(宿泊費及び交通費379人分)
　　　　　  宣伝費　　 4,170,000円
旅行客

旅行者に対する集客事業として､町内
消費の活性化を図り､観光関連事業者
の経営を支援することができた｡

19,019,800 6,658,800 観光まちづくり課

309,768,141 280,842,641合　　　　　計　　
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